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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、中小機構についてご説明させていただきます。

中小機構は経済産業省所管の独立行政法人で、中小企業支援施策を専門的に行う唯一の機関でございます。
北は北海道から南は沖縄まで、全国約２０の拠点と、全国の商工会議所や中央会、金融機関等とのネットワークを構築し、中小企業に対する広く深い支援を実施しております。

また、中小企業診断士や弁護士、公認会計士、大手企業のＯB
などが外部専門家として3000名ほど登録されています。
企業様のご相談内容にあわせて、この外部専門家を柔軟に活用し、支援を行っています。
この専門家のうち、海外への投資や販路開拓に関するアドバイザーは約400名おり、様々なお悩みにお答えしております。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
相談企業数は約2,000社、製造業が約半数、小売20%、サービス業10%と続く。
対象国は中国・ベトナム・台湾・アメリカが常に上位。タイ・ベトナムといったASEANの割合が減少する一方、アメリカ・台湾・香港の割合は毎年一定して高い。中国もここ2,3年で増加してきている。相談カテゴリーも2007年度は投資関連が半数を占めたのが、2017年度は国際取引に関する相談が6割を占める。投資から市場開拓に関するニーズが高まっていることが伺える。
海外展開セミナーは全国の支援機関と共催で実施する。講師謝金・旅費は機構負担で派遣する。
このほか、タイムリーなテーマで企画し、機構単独開催をすることがある。3月の海外ビジネス戦略推進支援事業公募開始にあわせて、「EU販路開拓セミナー」を実施。東京では100名を超える申し込みがあった。7月には関心の高い「外国語WEBサイト作成のポイント」について全国5ヶ所で開催し、好評を博した。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
相談企業数は約2,000社、製造業が約半数、小売20%、サービス業10%と続く。
対象国は中国・ベトナム・台湾・アメリカが常に上位。タイ・ベトナムといったASEANの割合が減少する一方、アメリカ・台湾・香港の割合は毎年一定して高い。中国もここ2,3年で増加してきている。相談カテゴリーも2007年度は投資関連が半数を占めたのが、2017年度は国際取引に関する相談が6割を占める。投資から市場開拓に関するニーズが高まっていることが伺える。
海外展開セミナーは全国の支援機関と共催で実施する。講師謝金・旅費は機構負担で派遣する。
このほか、タイムリーなテーマで企画し、機構単独開催をすることがある。3月の海外ビジネス戦略推進支援事業公募開始にあわせて、「EU販路開拓セミナー」を実施。東京では100名を超える申し込みがあった。7月には関心の高い「外国語WEBサイト作成のポイント」について全国5ヶ所で開催し、好評を博した。
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[TEL] 011-210-7472
[E-mail] akinaga—s@smrj.go.jp
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